
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

生活文化課長
島崎　律照

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

55

生活文化課長
島崎　律照

53.4

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

― 100

生活文化課長
島崎　律照

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成２６年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

70 100

生活文化課長
島崎　律照

66.8

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）
調査未実
施

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成２６年度）
増加を目
指す指標

調査未実
施

男女平等推進セン
ター運営事業

02-02-01

生活文化課
男女共同参画係

男女平等推進市民
会議運営事業

02-02-02

生活文化課
男女共同参画係

男女共同参画啓発
事業

02-02-03

生活文化課
男女共同参画係

男女平等推進セン
ター管理事業

02-02-04

生活文化課
男女共同参画係

794,500

927,400

西東京市

説明：平成28年度は、例年実施の男女平等推進
プランの進捗状況評価に加え、次期男女平等推
進プランについても検討したため、例年より多
く会議を開催した。
進捗状況評価において、現行プランの計画始期
からの進捗状況についても検証、男女共同参画
に関する市民意識調査や国・都の動向等を踏ま
えるとともに、パブリックコメントを実施した
うえで、次期プラン策定について答申を行っ
た。

 直営
（委託無）

全部
委託

5 397 4,240 4,637

東村山市

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東久留米市男女平等推進プラ
ンの推進 及び 男女共同参画
社会実現に向け解決が必要な
課題に関する事項

会議開催
数

(回)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

東久留米市男女平等推進プラ
ンが目指す男女共同参画社会
の実現に向けて解決が必要な
課題を明らかにし、解決のた
めの取組を進める。

清瀬市 西東京市小平市

30年度の方向性 現状維持

（国）男女共同参画社会基本法
（市）東久留米市男女平等推進市民会議条例

8 804 804 5,216 6,020 752,500 －

説明：公募市民も含めた会議による答申は、男
女平等推進プランの実効性を高める結果につな
がっており、会議は十分に機能しているといえ
る。また、諮問内容に応じ、評価や検討方法・
フローも含めて吟味しながら進めている。この
ことより、改善、改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：市民会議
は、市の男女共同参画施策全般につい
て、市民も参画して、課題の検討や解
決策等について検討する場である。
会議は、男女共同参画について更なる
理解を深めると同時に、多様性を保ち
ながら進めることが必要である。
平成30年度は、第3次男女平等推進プ
ラン初年度（平成29年度）の事業進捗
状況評価について検討する。
また、委員の改選も予定されているた
め、前期委員やこれまでの事業進捗状
況評価での経験を生かした会議運営を
行い、引き続き、男女平等推進プラン
の推進、市の男女共同参画社会の実現
を図っていく。

事業
内容
・

活動
手段 6 513

3 達成度 3

廃止予定
の有無

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

財政健全経営計画
実行プラン

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

効率性

業務フローに改
善の余地がある

廃止予定
の有無

456 2,320 2,776 694

効率性

513

第2次男女平等推進プラン事業の
平成27年度及び計画始期から5年
間の進捗状況の評価作業を行
い、市長に答申を提出した。ま
た、市民意識調査や2次プランの
進捗状況、国や都の動向等を踏
まえ、次期プラン策定について
検討、パブリックコメントを実
施し、市長に答申を提出した。

397

4,254 4,767

目的
・

意図

性別の違いにかかわらず個性
や能力を発揮することができ
るようになる。

小平市 東村山市 清瀬市

470 2,312470

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民

情報誌発
行部数

(部)

行政
補完的

政策的

30年度の方向性 現状維持

（国）男女共同参画社会基本法
（市）東久留米市第２次男女平等推進プラン
（市）東久留米市第２次配偶者暴力対策基本計画 4,000 413 413 2,210 2,623 656 －

説明：情報誌として広く効果を発揮する
よう、体裁等や配布方法の工夫が必要で
ある。公募市民による情報誌編集は、地
域・市民目線での記事づくりや委員であ
る市民の男女共同参画への理解促進につ
ながる一方で、担い手不足が課題であ
る。

総合評価（課題・方向性）：「ときめ
き」は、広く市民へ向けて男女共同参
画の理解促進を図るための、市で唯一
の男女共同参画啓発資料である。
より多くの市民が手に取ることが望ま
しいものの発行部数は限られている。
市のウェブサイト上でも閲覧できるよ
うにしているが、掲載位置が分かりづ
らい点が課題と考える。
身近な情報誌として新たな読者の獲得
も視野に入れて、内容の充実を図ると
ともに、発行案内ではＳＮＳを活用し
行っていく。

事業
内容
・

活動
手段

3 達成度 3

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

公募市民6名による会議を年
間11回開催し企画内容を検
討、東久留米の男女共同参画
情報誌「ときめき」第57号
（特集：防災と男女共同参
画）及び第58号（特集：自分
らしい働き方・暮らし方）を
各号4,000部発行した。

　制度改正の
余地がある 　

説明：例年と同じく、情報誌を年2回、の
べ発行部数8,000部発行した。

平成28年度より成果指標を変更した。

2,782 696

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

4,000

性別だけ
で役割や
向き不向
きを決め
る考え方
について
反対また
はどちら
かと言え
ば反対と
考える市
民の割合

（％）

上乗せ 横出し

4,000 456

3

廃止予定
の有無

説明：施設の維持管理業務であり、平成
28年度は例年通り実施された。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民が施設を有効利用できる
ように、男女共同参画の総合
的な拠点施設としての機能を
備えた上で効果的・効率的な
運営環境を整える。

効率性 3 達成度

3,083 17,817 49,630

3,093

14,734
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 その他

(国）男女共同参画社会基本法
(市）東久留米市男女平等推進センター条例

359 14,530 14,530 2,881 17,411 48,499 100

説明：平成29年度より男女平等推進セン
ターが市庁舎内に移転した。センターの
全てのスペース整備完了は平成29年秋を
予定している。移転により業務が大幅に
変更するため、業務フローは新たに作成
していくこととなる。

総合評価（課題・方向性）：平成29年
度より男女平等推進センターが市庁舎
内に移転した。市の男女共同参画推進
の拠点施設としての機能は従来通り維
持していく。また、市庁舎内関連部署
との連携を強化していく。
一方で、施設管理としての本事業の内
容について大幅に変更が生じることと
なるため、事業区分を改めて検討（統
合など）する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段 17,590 48,86114,497

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

男女平等推進センター

行政
補完的

上乗せ

329

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

359 14,734

121,738

効率性 3 達成度

176

1,809

基本事業番号・名 02-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

男女共同参画の推進

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

1

その他

82 1,653 3,098 5,162 132,359 67

説明：男女平等推進センターが移転したこと
に伴い、本事業の実施場所が変更する。相談
事業はより安心して利用いただけるような工
夫が必要である。また、講座会場等はセン
ター以外の場での開催が増えるため、効率
的、効果的なあり方を検討していく必要があ
る。

総合評価（課題・方向性）：相談事業
（予約制）へは、定員を大きく上回る
申し込みがあり、対応が困難な状況と
なっている。相談時間数を検討するな
どし、効果的に進めていくこととす
る。
また、男女平等推進センターは、男女
共同参画の意識啓発や知識習得の場で
あるほか、男女共同参画を軸に市民の
方々の活動を広げていくための場でも
ある。
従来の取組により、このような実践の
場としての機能が生まれつつあり、継
続して機能の活性化を図っていく。

44 1,800 3,093 5,113

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

(国）男女共同参画社会基本法
(市）東久留米市男女平等推進センター条例

対象 外部評価

3,083 4,892 152,875
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

上乗せ 横出し

42 2,020

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民

目的
・

意図
小平市 東村山市

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

根拠
法令
等

主催講座
等講座開
催回数

(回)

性別の違いにかかわらず個性
や能力を発揮することができ
るよう、男女共同参画の考え
を知る。

業務フローに改
善の余地がある ☑

廃止予定
の有無

説明：平成27年度に引き続き、交付金を
活用し、近隣2市との連携事業や女性起業
支援事業を実施した。また、その他の講
座等についても、例年通り実施した。
成果指標は平成28年度事業より新たに設
定、調査を開始したため、実情に即した
目標値設定ができなかった。そのため、
目標値と実績値が大きく乖離した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

清瀬市 西東京市

32 1,809

開館日管
理業務実
施日数及
び清掃作
業日数

(日)

14,497

条例上開
館すべき
日数に対
し実際に
開館した
日数

（％）

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

360

年末年始と休館日(毎週火曜
日）を除く午前9時～午後9時
30分開館し市民の利用に供し
た。

39 2,064

事業
内容
・

活動
手段

男女共同参画推進の拠点施設
として、情報及び学習機会を
提供、相談事業を実施すると
ともに、団体及び個人の相互
交流の場と施設の提供を行っ
た。平成28年度は交付金活用
や、近隣2市や事業所等と連
携強化などにより多くの事業
を展開した。

主催講座参
加者アン
ケートにお
いて「男女
共同参画に
ついて知る
ことができ
た」と回答
した者の率
(％)
※平成28年
度新規に設
定

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

基本事業番号・名 02-02

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

男女共同参画の推進

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

計画を推進していくために 施策番号・名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

生活文化課長
島崎　律照

100

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

生活文化課長
島崎　律照

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

生活文化課長
島崎　律照

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

生活文化課長
島崎　律照

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

0 0 －

0 －

効率性 3 達成度 3

説明：必要な諸手続き等を適切に行い、
移転先センターを予定通りに開設、セン
ター機能の継続性を確保した。

30年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

（市）東久留米市男女平等推進センター条例
（市）東久留米市男女平等推進センター条例施行規則

4 3,538 3,538 2,582 6,120 1,530,000 －

説明：定例的業務ではないため、業務フ
ローに改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：時間的制
約がある中で、必要な調整、諸手続き
等を適切に行った。
その中で、可能な限り男女平等推進セ
ンター閉鎖期間を少なくするよう努
め、結果として空白期間なく開館する
ことができた。
移転先センターの一部スペースについ
ては、他の市庁舎内レイアウト変更と
の関連があり、移転日以降も整備を継
続する必要がある。（整備完了は平成
29年秋頃）
男女平等推進センターに求められる機
能を十分に保持できるよう、男女平等
推進センター運営協議会等の意見を参
考にしながら、できるだけ早期の全面
開設を目指して整備を進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

男女平等推進センターを市庁
舎内に移転する。
賃貸物件の原状回復、施設内
インフラの改廃手続きや備品
等の運搬・廃棄を行うと共
に、移転先を整備する。
また、法令等の整備や、移転
についての周知を行う。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

0

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

制度改正の
余地がある

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

業務フローに改
善の余地がある

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成29年度

対象

男女平等推進センター

男女平等
推進セン
ター移転
に要した
期間

(月)
廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市の男女共同参画推進の拠点
施設を可能な限り継続性を確
保し移転する。また、女性の
活躍推進に向けて、関連部署
と連携した取組を促進するた
めの環境を整える。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市の男女共同参画社会実現に
向けた施策を、計画的、効果
的に推進するため

横出し

0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止(完了･統合含
む)

7,184 598,667 －

説明：平成28年度をもって業務が完了し
たため。

総合評価（課題・方向性）：
平成28年度をもって業務が完了した。
平成29年度以降は策定したプランに
沿って、計画的に施策を推進してい
く。

0 －

効率性 3 達成度 3

説明：東久留米市第2次男女平等推進プラ
ンの進捗状況や国・都の男女共同参画関
連計画・施策の動向、男女平等推進市民
会議からの答申を踏まえるとともに、ア
ンケート調査結果等を参考にできる限り
市民ニーズを取り入れながら、平成28年
度中に計画を策定した。

0 －

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

30年度の方向性

0

（国）男女共同参画社会基本法
（国）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
（国）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
（市）東久留米市第２次男女平等推進プラン

12 1,968 1,968 5,216

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市第2次男女平等推
進プランが平成28年度末で計
画終期を迎えるため、平成29
年度を始期とする男女平等推
進プランを策定した。
市民意識調査や国・都等の動
向、市民会議からの答申等を
踏まえ策定した。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

対象

市の男女共同参画社会実現に
向けた施策

策定に費
やした期
間

（月）廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

廃止(完了･統合含
む)

（国）男女共同参画社会基本法
（国）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
（国）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
（市）東久留米市第２次男女平等推進プラン

4 1,373 1,373 1,910 3,283 820,750 －

説明：平成28年度をもって業務が完了し
たため。

総合評価（課題・方向性）：
対象となる市民のライフスタイル等は
非常に多様化しており、調査項目の設
定や表現が困難であった。
また、回収率を高く維持することは課
題である。
一方で、アンケート調査の実施自体を
啓発の機会として捉えたことにより、
男女共同参画に関心が少なく、情報提
供が難しかったような方に対してもア
プローチすることができた。

事業
内容
・

活動
手段

達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
男女共同参画関連の法律の制定や改定、
また、近年浮き彫りになった課題などを
踏まえ、適切に調査項目を設定し実施し
た。
また、アンケート調査配付時に、市の男
女共同参画に関する取組等のリーフレッ
トを作成し同封し、あわせて啓発の機会
とした。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

－
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

制度改正の
余地がある

30年度の方向性

補助
金

目的
・

意図

東久留米市第2次男女平等推
進プランの進捗状況を図ると
ともに、次期男女平等推進プ
ラン策定の資料とし、実態に
即した実効的な男女共同参画
施策を推進するめ

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0

0

02-02-07

生活文化課
男女共同参画係

次期男女平等推進
プラン策定事業

02-02-08

生活文化課
男女共同参画係

男女平等推進セン
ター移転事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成28年度

男女共同参画に関する市民意
識について、調査項目を作成
し、アンケート調査を実施し
た。
アンケートは郵送配布－郵送
回収法により、無作為抽出の
男女計2,000人を対象に行っ
た。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成28年度

対象

東久留米市に居住する満20歳
以上の市民

アンケー
ト実施に
際し、準
備から結
果報告ま
でに要し
た期間

(月)

業務フローに改
善の余地がある

0 －

効率性 3

02-02-05

生活文化課
男女共同参画係

配偶者暴力被害に
対する支援事業

02-02-06

生活文化課
男女共同参画係

男女平等・共同参
画に関するアン
ケート実施事業

3

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

男女共同参画社会の実現を妨
げる配偶者暴力被害者の保護
と自立を支援する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1 200

外部評価

1

配偶者暴力被害者支援事業と
して民間シェルターを対象に
「緊急一時保護施設運営費補
助金交付」を行った。

200

達成度 3

廃止予定
の有無

2,898,000

対象根拠
法令
等

配偶者暴力の被害者

200 2,698

200 2,707

　制度改正の
余地がある

説明：
交付件数等の増減なく、例年通り事業を
実施した。

 直営
（委託無）

全部
委託

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

支援施設
での保護
を必要と
する者の
うち保護
した者の
割合

（％)

補助金を
交付した
シェル
ター数

(件)

2,898

効率性

財政健全経営計画
実行プラン

対象

2,907,000

　30年度の方向性 現状維持

（国）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
（市）東久留米市緊急一時保護施設運営費補助金交付要綱
（市）東久留米市第２次配偶者暴力対策基本計画 1 200 200 2,706 2,906 2,906,000 100

説明：配偶者からの暴力の防止及び被害
者の保護等に関する法律が求める民間団
体への支援のひとつである。効果的な事
業運営に向けて、一時保護等担当部署と
の連携強化などが考えられる。

総合評価（課題・方向性）：配偶者暴
力被害者を保護し、自立を支援する取
り組みは重要な課題であり、今後も継
続して支援をしていく。
また、被害者の保護や自立支援におい
ては、関連部署・機関との連携が不可
欠であり、効率的・効果的な支援に結
び付けるために連携強化を図る。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
業務フローに改
善の余地がある

2,907

東久留米市


